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提案理由 

地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）の施行に伴い、政務調

査費の名称を政務活動費に改め、政務活動費を充てることができる経費に要請、陳

情活動費等を加えるとともに、透明性の確保に関する規定を設けるため、条例の一

部を改正するものである。 



富津市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

富津市議会政務調査費の交付に関する条例（平成13年富津市条例第４号）の一部

を次のように改正する。 

題名中「政務調査費」を「政務活動費」に改める。 

第１条中「及び第15項」を「から第16項まで」に改め、「調査研究」の次に「そ

の他の活動」を、「会派」の次に「又は会派に所属しない議員」を加え、「政務調

査費」を「政務活動費」に改める。 

第２条中「政務調査費」を「政務活動費」に、「１人の場合を含む」を「３人以

上で議長に結成を届け出たものに限る」に改め、「いう。）」の次に「又は会派に

所属しない議員（以下「無会派議員」という。）」を加える。 

第３条第１項中「会派に」を「会派又は無会派議員（以下「会派等」という。）

に」に、「政務調査費」を「政務活動費」に、「当該会派」を「当該会派等」に改

め、同条第２項各号列記以外の部分中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同

項第１号中「会派に所属していなかった議員」を「政務活動費の交付を受けた無会

派議員であった者」に改め、同項第２号中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、

同条第３項中「政務調査費」を「政務活動費」に、「会派」を「会派等」に改める。 

第４条第１項中「政務調査費」を「政務活動費」に、「会派が」を「会派等が」

に改め、同条第２項及び第３項中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同条第

４項中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、「元代表者」の次に「又は無会派

議員であった者」を加え、「当該会派」を「当該会派等」に改める。 

第５条を次のように改める。 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第５条 政務活動費は、会派等が行う調査研究、研修、広報、広聴、要請、陳情、

各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動

その他住民福祉の増進を図るために必要な活動（次項において「政務活動」とい

う。）に要する経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、別表に定める政務活動に要する経費に充てることができるもの

とする。 

第６条中「会派」を「会派等」に、「政務調査費」を「政務活動費」に改める。 

第７条第１項中「政務調査費の」を「政務活動費の」に改め、「代表者」の次に



「又は無会派議員」を加え、「別記様式により、政務調査費に係る収入及び支出の

報告書を作成し、」を「政務活動費収支報告書（別記様式。以下「収支報告書」と

いう。）を」に改め、同条第２項中「政務調査費」を「政務活動費」に、「解散し

た」を「解散し、又は政務活動費の交付を受けた無会派議員が議員でなくなった」

に、「元代表者は、解散のとき」を「元代表者又は無会派議員であった者は、解散

の日又は議員でなくなった日」に改める。 

第８条第１項中「政務調査費」を「政務活動費」に、「又は元代表者」を「若し

くは元代表者又は無会派議員若しくは無会派議員であった者」に改め、同条第２項

中「又は元代表者」を「若しくは元代表者又は無会派議員若しくは無会派議員であ

った者」に、「政務調査費」を「政務活動費」に改める。 

第10条中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同条を第11条とし、第９条の

次に次の１条を加える。 

（透明性の確保） 

第10条 議長は、第７条第１項の規定により提出された収支報告書について必要に

応じて調査を行うなど、政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透明性

の確保に努めるものとする。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第５条第２項）  

項目 内容 

調 査 研 究 費 会派等が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及

び調査委託に関する経費 

研  修  費 会派等が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開

催する研修会の参加に要する経費 

広  報  費 会派等が行う活動、市政について住民に報告するために要

する経費 

広  聴  費 会派等が行う住民からの市政及び会派等の活動に対する要

望、意見の聴取、住民相談等の活動に要する経費 

要請・陳情活動費 会派等が要請、陳情活動を行うために必要な経費 

会  議  費 会派等が行う各種会議、団体等が開催する意見交換会等各 



 種会議への会派等としての参加に要する経費 

資 料 作 成 費 会派等が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 

資 料 購 入 費 会派等が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要する経

費 

人  件  費 会派等が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

事 務 所 費 会派等が行う活動に必要な事務所の設置、管理に要する経

費 

別記様式を次のように改める。 


